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研究成果の概要（和文）：1990年代以降、「市民社会」論に対する注目が世界的に高まり 、「市民社会論のルネッサ
ンス」ともいうべき状況が生まれている。日本における市民社会への注目は、1990年代後半以降の統治システムの構造
的変容（「構造改革型」統治システム）とも関連している。本研究は、この「市民社会」に対する、社会構成主義的方
法を共通の立脚点とした学際的共同研究である。各年度ごとの研究キーワード（「リスク」「ガバナンス」「社会連帯
」）を設定し、シンポジウム・共同研究会等を開催して研究成果をあげた。

研究成果の概要（英文）：There is a world-wide increased attention on civil society since the second half 
of the 1990, which is sometimes referred as “renaissance of civil society”. In Japan, the attention is 
associated with the emergence of “structural-reform type of governance”. In this interdisciplinary 
research project, we have examined several important aspects of changing role of civil society, utilizing 
chosen common research keywords for each year (2012:Risk, 2013:Governance,2014:Social Solidarity)
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１．研究開始当初の背景 
1990 年代以降、「市民社会」論に対する注

目が世界的に高まり 、「市民社会論のルネッ
サンス」ともいうべき状況が生まれている。
日本ではこの点は、「構造改革型」とも言う
べき統治システムの登場と関連し、公法学の
観点からもこの概念に注目すべき必要性が
高まっている。 
第一に、公私協働の進展などによりこれま

で主に私法学・基礎法学の対象であった「市
民社会」に対して、公法学・私法学の協働に
よりアプローチすることの必要性を高めて
いる。第二に、いわゆる「新しい公共」の登
場も踏まえた「市民社会」への注目も高まっ
ている。このことは公法学の主題であった公
的意思形成過程において市民社会が果たす
役割や、社会の担い手が取り結ぶ諸関係につ
いての理論的考察の必要を意味する 。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、1990 年代後半以降における「市
民社会」に対する、公法学の視点からの学際
的研究プロジェクトである。市民社会の分析
のためには、上述のような公法学と私法学と
の協働の必要性に加え、市民社会の構成要素
としての個人・団体・それらの相互関係に対
して社会科学・人文学の知見を踏まえて学際
的にアプローチすることが求められる。 
 
３．研究の方法 
これら多様な学問分野にわたる議論を容

易にするため、本研究は社会構成主義的視点
を導きの糸とすることを試みた。 
その上で、学際的議論をより活性化するた

め、各年度ごとの研究キーワード（「リスク」
「ガバナンス」「社会連帯」）を設定し、各年
度のキーワードに沿って研究を進めた。共同
研究会に加え、各年度のキーワードをテーマ
とするシンポジウム・公開研究会も開催した。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は、「５．主な発表論文等」
で掲げる諸業績に加えて、何よりも、2014 年
11 月に原稿を完成させた『現代国家と市民社
会の構造転換と法―学際的アプローチ―』に
まとめられている。同書は平成 27 年度科研
費研究成果公開促進費（学術図書）の助成を
受け（課題番号 15HP5124）、2016 年 2月に出
版が予定されている。 
 以下に同書の目次を掲げる。 
 
『現代国家と市民社会の構造転換と法―学
際的アプローチ―』(角松生史／山本顕治／
小田中直樹編、日本評論社、2016 年 2月公刊
予定) 
 
序章 （角松生史）  
【第１部 ガバナンスと参加】 
第１章 都市空間の法的ガバナンスと司法
の役割 （角松生史） 

第２章 教育法における責任とガバナンス
の構造 （世取山洋介） 
第３章 契約管理―プロセスとしての契約
とガバナンス―（山本顕治） 
第４章 熟議民主主義が前提とする市民像
に関する心理学的考察 
―熟議リテラシーとしての批判的思考を育
むための大学教育―（都築幸恵） 
 
【第２部 リスクと責任】 
第５章 原因者の意義 （桑原勇進） 
第６章 子ども法と警察－児童虐待・少年非
行・いじめ－ （横田光平） 
第７章 責任から共感（すなわち受苦の共
有）へ―歴史学からの試論―（小田中直樹） 
第８章 憲法上の「内心の自発性」論と「自
己決定権」論 （佐々木弘通） 
 
【第３部 関係と連帯】 
第９章 連帯と切断の間で―つながりすぎ
社会をどう相対化するか―（小玉重夫） 
第１０章 ２００８年以後の日本政治の変
動―藤田・ジェソップ・アプローチによる資
本主義国家分析試論― （進藤兵） 
第１１章 職場における『紐帯』の法的試論
―メンタルヘルス問題を素材にして―（藤川
久昭） 
第１２章 「社会的連帯」のイギリス的特質
―福祉国家の歴史的源流を求めて―（長谷川
貴彦） 
 
［シンポジウム・共同研究会等開催リスト］ 
＜シンポジウム・公開研究会等＞ 
①シンポジウム「リスクと市民社会」
（2013.1.12、神戸大学）（パネリスト：戸田
山和久、戸部真澄、小塩隆士。コメント：長
谷川晃、小玉重夫） 
②国際シンポジウム "Changing Civil 
Society and Governance:Perspectives from 
Europe and Japan" （2014.3.21、 KU ルー
ヴェン）（パネリスト：角松生史、長谷川貴
彦、小玉重夫、世取山洋介。ディスカッサン
ト： Matthieu Burnay, Kolja Raube,Adrien 
Carbonnet） 
③ 国 際 シ ン ポ ジ ウ ム  "International 
Symposium: Legal and Administrative 
Management of Civil Society in Korea and 
Japan"（2015.1.10,全北大学校）（パネリス
ト：李恵珍、角松生史、兪珍式、金大仁、藤
川久昭） 
④公開研究会 「社会連帯」 （2015.3.1 上
智大学）（講演：重田園江。コメント：長谷
川貴彦） 
⑤ワークショップ「キャス・サンス ティー
ン『恐怖の法則』をめぐって」（共催）（報告：
角松生史。コメント：若松良樹） 
 
＜共同研究会(括弧内は報告者)＞ 
①第 1 回研究会（2012.6.30 上智大学）（桑
原勇進、角松生史） 



②第 2回研究会（2012.12.22 立教大学) （角
松生史）  
③第 3回研究会（2013.3.9 上智大学)（若松
良樹、小島恵） 
④第 4回研究会（2013.7.21 上智大学）（小玉
重夫、長谷川貴彦、世取山洋介、角松生史） 
⑤第 5 回研究会（2013.10.13 キャンパスプ
ラザ京都）（兪珍式） 
⑥第 6回研究会（2014.4.26 上智大学）（山本
顕治） 
⑦第 7 回研究会（2014.6.29 上智大学）（西
村淳、角松生史） 
⑧第 8回研究会（2014.9.28 上智大学）（研
究打ち合わせ) 
⑨第 9回研究会（2014.10.12 上智大学)（兪
珍式） 
 
５．主な発表論文等 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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